
畜産業はモンゴルにおいて鉱業に次ぐ⼀⼤産業である。中でも⽺⾁は年間⼗億⽶ドルという巨⼤な
市場規模を有している。他⽅で、公正な品質基準の不在や品質を⾼めるための知識やノウハウの⽋如、
サプライチェーン上の⾮効率性などの要因により、遊牧⺠は⼗分な所得を得られず、遊牧を中⽌する
ケースが後を絶たない。この問題は、モンゴル国内における様々な社会問題の⼀因でもある。
こうした課題を解決するため、⾷⾁加⼯・販売を⾏うハニューフーズは「モンゴリアン・ラム2.0

事業」を実施する。この事業は、評価事業、流通事業、情報サポート事業の三つの柱で構成されてい
る。評価事業は、（⼀社）MIJの持つ専⽤カメラとAIによる分析を⽤いて⽺⾁の格付を⾏うことで、
⾼付加価値市場を創出する。流通事業は従来、各遊牧⺠が個別最適で⾏ってきた流通・販売分野を集
約することによって、業界全体のコスト削減を実現する。情報サポート事業は、⽇本の先端技術を活
⽤し公開格付や⾃然環境、⽺の健康状態などの情報を遊牧⺠に提供し、製品の⾼品質化に向けた⽣産
⽀援を⾏う。
この三つの事業を実施することで、⾼付加価値市場の競争を促進し、畜産業全体の製品品質の向上を
実現する。遊牧⺠は製品品質に応じた適正な対価を受け取れる。また⽣産以外の業務に追われること
なく、より⾼品質な製品を作ることに尽⼒できる。需要家は⽇本企業の信頼感の下、安全・安⼼かつ
⾼品質な製品を適正価格で購⼊することができる。この双⽅の価値を最⼤化できるのは、ハニュー
フーズが遊牧⺠と需要家を繋ぎ、データに基づく適正なフィードバックを可能にするからである。遊
牧⺠の参加が製品の⾼品質化を促し、需要家にとっての価値を向上させる。その価値の向上が需要家
の参加を促し、市場規模を拡⼤させ潤う遊牧⺠が増える。このツーサイド・ネットワーク効果により、
ハニューフーズは競合他社が追従できない持続可能な競争優位性を確⽴する。（800字）
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つかみ 全体像

モンゴルの伝統

畜産業 ✖ 技術⼒

⽇本のお家芸

⾼付加価値市場を創出
モンゴル畜産業を次のステージへ



Politics
政治

Economy
経済

Society
社会

Technology
技術

モンゴルの市場特性

4

nモンゴル市場は決して⼤きくないものの拡⼤傾向にある。
n⾸都ウランバートルに⼈⼝が集中しており、街としての市場ポテンシャルは⽐較的⾼い。
n他⽅で、政治や経済の不安定性さや⽇本との⽂化の違いなどを考慮したビジネスモデルの構築が求
められる。

⾼い市場成⻑率

⾸都ウランバートルの市場規模

⾼い⼈材能⼒・親⽇

海外からの直接投資の増加

内陸国ゆえの⾼い輸送費

組織⾏動の困難な⽂化

政治の不安定さ

⾼いインフレ率

低い法⼈税率 未成熟なルール整備

Good Bad

⾼いスマホ普及率 先進技術の未導⼊

向上⼼が強い性格 ⾎族優先による機会の不公平



モンゴルの社会問題
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nモンゴルの社会問題は様々だが、その根本的な要因として、モンゴルの基盤産業である畜産業で
適切な付加価値を創出できていないと分析。

⼤気汚染

⾸都への⼀極集中

遊牧の継続不可

低い所得 ゾド等による家畜の死亡

都市流⼊ 貧困

⽯炭ストーブへの依存

治安悪化渋滞の発⽣地⽅都市の過疎化

畜産業におけるこれらの課題が様々な社会問題の要因の⼀つ



畜産業における⾷⾁業界の位置づけ
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n畜産業の品⽬は主に⾷⾁、⽪⾰、繊維など多岐にわたる。中でも⾷⾁は近年の⽣産量が急増している
ことや、輸出ポテンシャルがあることから、畜産業の所得向上において重要な位置づけ。これを背景
として、政府は輸出に向けた⽀援をおこなっているものの、⼗分な効果は⾒出せていない。

n中でも⽺⾁や⼭⽺⾁（以降、⽺⾁という）は⾷⾁の⼤部分を占めていることから、⽺⾁業界に焦点を
当てる。

畜産品の品⽬別⽣産量の推移

畜産業において所得向上において、⽺⾁は重要な位置づけ



⽺⾁業界における5 Forces
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nエンドユーザーは安価な⾮正規流通商品を購⼊する割合が⾼い。買い⼿は、安価商品を提供するた
め、情報の⾮対称性を活⽤し、⽣産者に対して価格交渉⼒を⾏使する。

n他⽅で、遊牧⺠は事業者も多いことに加え、製品を差別化できないため、買い⼿に対する交渉⼒が
発揮できていない。

業界内 買い⼿ エンドユーザー

新規参⼊

代替品

•零細事業者が⼤部分を占めている。
•製品を差別化できていない
•事業者数30万と多数。

• 規模の経済性がないため、法⼈による参
⼊はなし。

•世界的に注⽬されているが、短期的に代替
されることは考えにくい

•エンドユーザーとの接点を独占。情報の
⾮対称性を活⽤して価格交渉⼒を発揮。
•チェンジと呼ばれる不当なブローカーも
存在。

代替品

•⼀部遊牧⺠による直売の事例はあるも
のの、事例は少なく、コスト競争⼒の
⾯でも勝ち⽬がない。
•ネット販売の事例もなし

仲買⼈・販売事業者

直売、ネット販売代替⾁

畜産会社
新規参⼊

•モンゴルというニッチ市場に参⼊する
プレイヤーはなし。
•現状の組合に⽇本のJAのような機能なし。

外資、組合

•品質や衛⽣管理の知識に乏しいため、安価
なものを志向。そのため、⾮正規流通商品
が主流（約80％）。
•⼤量流通のため⼀⽅的な選択権を有する。

影響度⼩

影響度⼤

遊牧⺠



⽺⾁業界におけるバリューチェーン分析
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n詳細に⾒ていくと、現状のモンゴルの⽺⾁業界はバリューチェーンのすべてのフェーズで問題が⽣
じている。効果的な飼育ができないことで低品質となり、最終的な販売フェーズでの低価格が買い
叩きを助⻑する。結果、遊牧⺠にカネが⼊らないことでさらに低品質となるという悪循環を⽣む。

⽣産 流通 販売

過当飼育による低品質

⼈

モノ

カネ

⾼い輸送コスト 低い加⼯品質

⻑年の勘に頼った
飼育⽅法

適切な買い⼿を探す
ノウハウ・余裕がない

マーケティングスキル
の⽋如

良質な家畜育成
に係る投資の⽋如

ブローカーによる
買い叩き

ブランド⼒の弱さによる
低価格

情報・知識不⾜による
低品質

個別最適による
⾮効率性 品質基準の不在課題



⽺⾁業界における課題と解決策

9

nモンゴル国内の社会問題を発⽣させる原因の⼀つとして畜産業、特に⽺⾁業界に注⽬し、
その中の⽣産・流通・販売における課題を解決する。

課題 解決策 ⽬指すべき姿

情報・知識不⾜による
低品質

• 品質向上に資するノウハウの提供
• その知識の実⾏を促す仕組み

⽺⾁における
⾼付加価値市場を創造し、
遊牧⺠が品質向上に集中し、
適正な対価が得られる
事業環境を構築する。

個別最適による
⾮効率性 • 集約化による流通コストの削減

品質基準の不在 • 公正性が担保された評価の導⼊



担い⼿（ハニューフーズ株式会社）
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n本事業の担い⼿はハニューフーズである。⽇本⽔準の⾷品加⼯・衛⽣管理ノウハウを有する同社で
あれば、モンゴルの⾷⾁業界全体のパラダイムシフトを実現できる。

n他⽅、同社は収益性や成⻑性が低いことやブランドイメージ改⾰の必要性といった問題がある。し
かし、本事業を通じて当該問題の解決が可能となる。

低い収益性・成⻑率
• ⾷⾁業界平均よりも低い営業利益率
• 将来的には⼈⼝減少による国内市場は縮⼩が予想
➡新たな収益源の確保でき、企業の成⻑をもたらし得る。

悪い企業イメージ
• 不祥事による企業の悪いイメージの払しょくに奔⾛
➡モンゴルの社会問題の解決に寄与することで、
本業を通じた社会貢献を実現できる。

差別化要素の不在
• 取扱う⾷⾁は⽜、豚、⿃のみ。
➡他社で取扱いの少ない⽺⾁を取り扱うことで差別化要素
を⽣み出す。

輸⼊・加⼯・管理ノウハウ
• 1974年創業と歴史もあり、⽣産や加⼯における技術⼒に
加え、畜産や輸出⼊に関してもノウハウを有する

意思決定スピード
• モンゴル市場は不安定な要素も多く、創業者⼀族による
同族経営を起源とした迅速な意思決定が有効。

CSR活動へのモチベーション
• 過去にBSE問題に際して事件を起こした経緯があり、そ
れを明⽰した上でガバナンスや社会貢献活動に意欲的

強み 課題



ビジネスプラン
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nハニューフーズが⾏う新規事業は、評価、流通、情報サポートの三本柱から構成される。
n評価事業と流通事業により⾼付加価値市場を創出し、将来的に情報サポート事業でより稼ぐビジネ
スモデルを構築する。

評価事業

流通事業

情報サポート事業⽺⾁の品質評価・格付を⾏う
➡⾼付加価値市場の創出

加⼯・卸の領域を⼀括引き受け
➡コスト削減を通じた投資余⼒の確保

付加価値向上に必要な情報やノウハウを提供
➡付加価値向上に向けた投資の受け⽫

市場創出の仕掛け 本事業の将来的な収益源



プラットフォーム構想
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nこの三つの事業を通じて、双⽅のデータに基づき、フィード・バック・ループを回すことで価値の
最⼤化を図る。双⽅の参加者が増加することによって発現するツーサイド・ネットワーク効果によ
り持続可能な競争⼒を確保する。

遊牧⺠ 需要家

遊牧⺠が感じる価値
• 適正価格買取
• ⼿間なし
• 品質向上⽀援

需要家が感じる価値
• ⽇本企業の信頼感
• 商品の安全・安⼼
• ⾼品質

納⼊

ニーズ

ツーサイド・
ネットワーク効果の発現

データベース評価・⽀援

販売

フィード・バック・ループ



販売

評価事業

13

n当社は、協⼒加⼯事業者を選定し、当該加⼯業者によって枝⾁を特殊なカメラで評価・格付する。
その格付によって得られた適正価値に基づいて、遊牧⺠の⽅々から買い取った上で、内外需要家に対
して卸売販売を⾏う。

データベース
※MIJと共同所有

市場

格付公表

向上⼼を醸成

遊牧⺠
納⼊

⽀払
（格付に基づく）

枝⾁撮影カメラ導⼊

加⼯
依頼

認定加⼯業者
加⼯ 評価

評価結果
送信

販売データ蓄積

出荷



流通事業
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n従来、必要に応じて様々なブローカーと交渉する必要があり、⽺⾁の買い叩きも⽣じていた。加え
て、ブローカー経由の場合、適切な衛⽣管理がされないまま市場に流通することになってしまう。

n本事業は、ハニューフーズが⽺の引き取りから市場への出荷まで⼀気通貫で執り⾏うことで、適切
な衛⽣管理を経て、市場に流通させる。これによって、遊牧⺠が⼿間をかけず、⽣産活動に集中で
きる環境を整備する。

遊牧⺠ 遊牧⺠ 遊牧⺠

BEFORE

ブローカー ブローカー ブローカー

市場

遊牧⺠ 遊牧⺠ 遊牧⺠

AFTER

市場
適切な衛⽣管理がされないまま流通 適切な衛⽣管理を経た流通

出荷先をハニューフーズに集約場合によっては複数者と取引



情報サポート事業
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n評価事業における格付フィードバックによって、遊牧⺠の品質向上に対する意欲が促進される。
nこれを踏まえ、将来的には最先端技術やノウハウを持つ⽇本企業と連携し、遊牧⺠が⾼品質な⽺⾁
を⽣産する上で有益な情報提供やサポートを実施する。

遊牧⺠

牧草の⽣育状況調査 学術機関との研究 センサーによる個体情報収集

リアルタイム
牧草情報

最先端
育成ノウハウ 個別サポート

品質競争を加速させ、サービス依存度を⾼めていく



戦略全体像
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nこの三つの事業を軌道に乗せ、持続的に成⻑していくために短期戦略及び中⻑期戦略を策定する。
n中⻑期戦略として顧客開拓や事業の多⾓化をするため、短期的にMIJとの共同研究開発や現地企業
とのパートナーシップ構築を⽬指した投資を実施し、安定した経営基盤・事業基盤を構築していく。

適材適所の組織体制と育成・インセンティブシステム

事業の持続性を意識した
経営資源の確保

競争優位の確⽴に向けた
市場創造

・パートナシップ構築

評価事業

流通事業

情報サポート事業

⾼付加価値市場の創出

効率化によるコスト削減

品質競争の促進

事業
展開

組織

経営
基盤

規模拡⼤に向けた打ち⼿

事業の多⾓化

⽺⾁の品質向上を試み、
周辺地域や先進国への
グローバル展開

モンゴル内の
畜産業拡⼤に寄与する

⾦融関連事業や⾮⾷⾁分野
へも進出



短期戦略
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n JICA技術協⼒プロジェクトやTDBによるリースを活⽤しつつ、初期投資費⽤は最⼩限に抑える。
n競争優位の確⽴に向けて、独⾃の品質評価基準の設定や関係者を巻き込む仕組み、ブランド構築を
⾏う。

経営資源の確保 競争優位の確⽴

⼈

営業 現地⼈材を採⽤

技術 MIJとの共同研究

衛⽣管理 ハニューフーズの⼈材派遣

モノ

カメラ ⽺⾁専⽤評価カメラを開発

輸送 TDBによるリースを活⽤

畜産・加⼯ 現地の農業組合や学術機関と協⼒体制
を構築、現地加⼯場と協調

カネ
研究開発 JICA技術協⼒プロジェクトを活⽤

初期費⽤ 200億円の現預⾦から充当

加⼯業者の品質評価パートナー認定制度
現地加⼯業者に対して、衛⽣管理・品質評価ノウハウを伝授
し、認定することで適切な管理体制を構築する。
➡適切な加⼯及び評価と規模拡⼤のスピード感の確保

独⾃の公正な品質評価基準
AIによる公正な品質評価を⾏い、製品の価格設定や⽣産者へ
適正な対価の⽀払いなどを⾏う。
➡本事業の参加者全体が納得感ある取引を⾏うことが可能

プロモーションによる⾼付加価値な⽺⾁の市場開拓
ウランバートルを中⼼に品質認定された⽺⾁の周知する。
➡「⾼付加価値な⽺⾁を⾷べる」価値のブランディング



中⻑期戦略
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n規模拡⼤のために先進国を含むグローバル展開を試みる。そのために、規格化や衛⽣管理の徹底、
アクセス向上を⾏う。

nモンゴル国全体の畜産業の拡⼤を⽬指し、⾦融機関向け情報事業や⾮⾷⾁分野への進出を試みる。

規模拡⼤に向けた打ち⼿ 事業の多⾓化

規格化

先進国含むグローバル展開
Phase1スタン系、中国、ロシア等近隣諸国への輸出

Phase2⽇本を含む先進国への輸出

⾮市場戦略としてモンゴル国による
安全性を含んだ規格認定を⽬指す

衛⽣管理 管理の⾼度化を通じた
⼝蹄疫の克服を⽬指す

そのために

アクセス 各都市における⽀店設⽴
必要に応じて⾃社で加⼯事業体⽴ち上げ

⾦融関連の情報事業【データの横展開】

遊牧⺠の資⾦繰りを円滑化するため、⾦融機関が融資
する際の事業性評価項⽬に品質格付を応⽤する。
➡融資の活性化を図り、遊牧⺠の事業規模拡⼤を後押し

農牧プラットフォーム【ビジネスモデルの横展開】

乳製品や⽺⽑などの繊維といった
⾷⾁以外の⽣産者を巻き込んだ事業の拡⼤

➡取扱品増加による増売や国全体の農牧産業の規模拡⼤



組織構造
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n戦略実⾏のために⽇本の技術⼒や衛⽣管理スキルと現地のスピード感のある連携が重要である。
現地の遊牧⺠や加⼯業者等との連携のために関係部署において現地採⽤を強化する。

n事業成功のために現地採⽤者の能⼒開発とスキル発揮が不可⽋である。そのため、能⼒評価と成果
評価の両軸で実⾏性を確保する。

ハニューフーズグループ

モンゴル⽀社

衛⽣管理部

★原料事業部
ラム⾁⽣産者へアクセス、仕⼊担当

研究開発部
カメラ開発、牧⽺技術研究、衛⽣技術開発主体

★販売事業部
現地飲⾷・宿泊施設等へアクセス

海外輸出部（中期頃⽴ち上げ）

JICA
MIJ

★評価・加⼯事業部
加⼯業者へアクセス、認定・管理担当

情報事業部
プラットフォーム事業主体、上下の部と連携

農業組合
・遊牧⺠

加⼯業者

外部

現地企業
本社、他
海外⽀社
等

現地採⽤者の育成とインセンティブシステム

成果型評価・報酬制度の導⼊
例えば、販売事業部の評価基準には契約数を適⽤するなど、
各⾃の業務内容を鑑みた評価基準を設定。
➡個⼈の⾏動がその個⼈の報酬に直結することで、
努⼒を引き出す仕組み作り

社内資格制度の導⼊
ハニューフーズの知⾒を基に各職能に必要な知識や能⼒を明確に
し、社内資格化を実施する、その上で、評価や昇進に反映する。
➡⽇本の技術や衛⽣管理における知⾒の移管
➡評価や昇進の明確さの担保

★マークのついた事業では現地採⽤者中⼼に展開
※管理系統は省略

実⾏性の確保



加⼯事業者との
関係構築

⽺⾁専⽤
カメラ開発

モンゴルに適した衛⽣管理⽅法の研究開発、⼝蹄疫の克服

ロードマップ
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n三年、五年、⼗年単位でそれぞれの動きを⾒据え、他の打ち⼿とのタイミングを⾒計らいながら戦
略実⾏する。

n短期では、関係各所との連携を図り、三年⽬⿊字化を⽬指す。

短期（〜3年） 中期（〜5年） ⻑期（〜10年）

遊牧⺠との
関係構築

加⼯事業者の
教育指導・認定

格付公開システム
（API利⽤）構築

品質評価
テスト運⽤ 実運⽤

開始

市内向け
プロモーション

遊牧⺠への
情報提供開始

販売先の
開拓

遊牧⺠からの
情報収集

中国への
販路開拓

スタン系・ロシアへの
販路開拓

先進国を含む
グローバルへ販路拡⼤

乳製品・繊維等加⼯事業者
との関係構築

⽺⾁外を扱う
遊牧⺠との関係構築

別分野への
システム調整・テスト・実運⽤

パ
"
ト
ナ
"
・

市
場
開
発

研
究
開
発
・

シ
ス
テ
ム
構
築

規格化に向けた政府等への働きかけ



直近３年間の収⽀イメージ
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n直近は評価と⾷⾁流通における事業を中⼼に収⽀を形成する。
n初期投資は⾃社持ち出しを想定。⼆年⽬の中盤から販売を開始し、三年⽬には⿊字化の予定。
n研究開発費はJICA技術派遣などを⽤いて下記⾦額から減額できる可能性が⾼い。 （千円）

1年⽬ 2年⽬ 3年⽬ 3か年合計
売上⾼（⾷⾁流通） 180,000 360,000 540,000
売上原価 138,000 276,000 414,000
売上⾼総利益 0 42,000 84,000 126,000
販売管理費合計 41,511 57,738 59,068 158,317

⼈件費 16,800 25,200 25,200 67,200
事務所等維持費 600 1,800 1,800 4,200
宣伝広告費 0 5,000 5,000 5,000
研究開発費 20,000 20,000 20,000 60,000
修繕費 *1 3,600 3,600 3,600 10,800
減価償却費 100 200 200 500
その他⼀般管理費 411 1,938 3,268 5,617

営業利益 -41,511 -15,738 24,932 -32,317
営業利益率 - -8.74% 6.91%
*1 システム運⽤費 *2 カメラ購⼊費
※3年⽬において⽺⾁市場全体の2%程度のシェア獲得を想定（100頭/⽇の販売から逆算）
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畜産業 共 成⻑ 企業
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APPENDIX



⽺⾁市場の基礎情報
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遊牧⺠⼈⼝ 297,828⼈（153,085世帯）（2015年度）

家畜頭数 61,549千頭 （2016年度）

⽺⾁⽣産量 220.9千トン （2014年度）
⾷⾁全体の52%を占める主⾷

⾷⾁輸出量
5.0トン（2015年度）
輸出依存率は2.5%であり、ほとんど輸出できていない。
⽺⾁輸出先は約9割がカザフスタンに限定されている。

関連団体
モンゴル⾷⾁協会
1999年設⽴。会員約70。⾷⾁検査を経ることなく、⾮正規
に流通する⾁が90%を占めることに問題意識を持つ。

屠畜場・加⼯場数
約70ヶ所（⾷⾁協会調べ）
ほぼ零細事業者。また、⾷⾁協会が把握していない零細
加⼯場も存在。

格付制度を有する
加⼯事業者

1社（JICA調べ）
⾻付きか否か、冷凍したか否かといった点で３等級に分類。
獣医によって⾏われる

出典︓モンゴル国農牧業セクターにかかる情報収集・確認調査

⾷⾁のサプライチェーン



ハニューフーズ株式会社概要
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nハニューフーズグループは、⽜⾁・豚⾁の国内⽣産から、海外からの原料輸⼊、⾷⾁加⼯・販売を
⼿広く⾏っている企業グループである。

n財務体質は危険領域ではないものの、収益性に問題がある。また、過去の不祥事でブランドが毀損
され、企業イメージの改善が課題となっている。

商号 ハニューフーズ株式会社
住所 ⼤阪市中央区南船場
設⽴ 1967年
資本⾦ 4.9億円
従業員数 グループ合計1,442名
売上⾼ 約2,337億円
事業内容 ⾷⾁の輸⼊及び販売
グループ会社 国内26社、海外5社

2016fy 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy 業界平均,基準

営業利益率 2.0% 1.7% 1.4% 1.1% 1.2% 3.3%

流動⽐率 - 129.8% 132.4% 138.0% 141.5% 100%以上

当座⽐率 - 112.1% 111.2% 116.1% 122.7% 100%以上

⾃⼰資本⽐率 - 34.0% 35.0% 38.6% 41.4% 40%以上

固定⽐率 - 60.2% 57.2% 56.5% 56.0% 100%以下

ｲﾝｽﾀﾝﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 13.85 13.09 12.08 6.62 15.18 1.0以上

営業利益率と安全性分析

公式サイト内の「CSR情報」トップ引⽤

2001年に発⽣したBSE問題に関し、当グループでも不祥事に関与した事実が有りました。
その反省から、今後同じ過ちを繰り返さないようコンプライアンス順守に向けた取組みを実施しており、

外部有識者で構成される委員会からも継続して評価を得ています。
また、組織体制については、過度な権限集中を避けるために事業部制を採⽤し、各事業部毎に事業本部⻑

を、グループ各社では代表者とは別に現地の執⾏責任者を任命しております。

⾚字︓平均or基準以下



（⼀社）MIJ、（株）MIJ labo概要
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商号 ⼀般社団法⼈ミート・イメージ ジャパン
住所 北海道帯広市
設⽴ 2014年
事業内容 ⾷⾁評価⽤カメラ及び解析システム研究開発 等

商号 株式会社MIJ labo

住所 北海道帯広市
設⽴ 2018年
資本⾦ 980万円
事業内容 畜産⽤専⽤カメラの国内外への販売

畜産データベースの国内外への運⽤管理
国内外における畜産データベースサービス事業
畜産関連アプリケーションソフトウエアの企画・開発・販売及び保守・運⽤管理
畜産関連事業における研究・調査及びそれらの情報提供・コンサルティング等の受託 等



MIJ-カメラを活⽤した⽜⾁質⾃動解析システム
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従来の枝⾁格付
⽇本⾷⾁格付協会の
格付員による⽬視

問題点
• 格付員の育成が必須
• 主観を完全に排除できない
• 時間がかかる

⾃動解析システム

MIJカメラ
• 狭い切開⾯での撮影
• １時間200頭の格付け

畜産クラウド
• AIによるディープラーニング
• トレーサビリティーデータと
の紐付け

これからの枝⾁格付
AIによる画像診断

特徴
• 格付員不要
• 完全な客観性の担保
• 短時間での処理

⽜⾁質⾃動解析システム概要

⽜⾁質⾃動解析システムの作業⼯程

枝⾁ラベルの
バーコードスキャン
個体識別番号のファイル名化

MIJカメラによる撮影 クラウドにデータ保存



マーケティング戦略
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価格と品質の最適性
いいものは⾼く、

それなりのものはそれなりの価格で

モンゴリアン・ラム2.0を買う
顧客のメリット

⽇本⽔準の衛⽣管理
いつでも安⼼に⾷べられる

遊牧⺠に還元
適切な取引によって、
⾃国⺠の利益に

⾼級レストランや
⾼級ホテル
品質レベル︓⾼
販売価格︓⾼

➡⾼い⾷材を買える層との
トライアル的接点

通常のレストランや
⾷⾁⾷品加⼯業者
品質レベル︓中
販売価格︓やや低

➡最も⼤⼝顧客になり得る
ため、ボリュームによる割

引は考慮する

B2B展開

適正市場価格による
各種⼩売店での販売
品質レベル︓やや低〜やや⾼
販売価格︓各々に適応
ML2.0ステッカーに
よる認定店制度

➡左記のB2B展開に合わせて、
ML2.0を出す店を明⽰化し
トライアルの機会を増やす

B2C展開

プロモーションを⽤いた認知拡⼤



国別戦略
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OECD (2022), Meat consumption (indicator). doi: 10.1787/fa290fd0-en (Accessed on 03 February 2022)

地域別⽺⾁消費量
(2021年)

地域別⽺⾁⼀⼈当たり消費量
(2021年)

RANK地域 千トン RANK 地域 キロ/⼈

1 BRICS 6741.812 1 カザフスタン 8.301

2 中国 5501.679 2 オーストラリア 5.912

3 OECD 2016.698 3 トルコ 4.422

4 インド 728.225 4 サウジアラビア 4.355

5 パキスタン 484.314 5 ノルウェイ 4.209

6 ナイジェリア 410.594 6 イラン 4.152

7 トルコ 404.178 7 英国 3.912

8 イラン 397.818 8 中国 3.356

9 英国 303.243 9 ニュージーランド 3.352

10 ロシア 211.147 10 南アフリカ 2.578

中国
⽣産国としても世界第⼀位であるものの、近年の⼈⼝増加・⾷⽂化の変化に
よって⾷⾁消費量が増加傾向。⽺⾁についてもニュージーランドから輸⼊し
て賄っている。既にハニューフーズの⽀店もある。
➡陸続きで貿易も活発であるため、輸送中の管理を徹底し⾼級⽺⾁と
して富裕層向けに展開。

スタン系近隣国
既に輸出の実績有。地域別では⽺⾁の⼀⼈当たりの消費量が世界⼀になるほ
ど、⾷⽂化には⽋かせない⾷材。中⻑期的に⼈⼝増加などによって需要増が
⾒込める。
➡⻑期視点で増す需要を⾒据えた関係づくりの構築。また品質保証な
どの付加価値を⾼いフェーズで伝えていくことも必須。

先進国、他
⽺⾁は多くの国で「ごちそう⾁」として⾷べられる。（北海道のように特産
品として扱われる場合もある。）臭みのないものが好まれるため、別途品種
改良や⾷事管理を⾏ったブランド展開なども求められる可能性がある。
➡衛⽣管理といったハードルに加えて、別途味の好みを反映したブラ
ンド展開。



牧草の⽣育状況調査・情報提供のイメージ
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出典︓北海道庁HP ICT牧草⽣産実証事業



モンゴルにおけるGDPの推移
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出典︓JETRO「2021年12⽉モンゴル経済概況」



モンゴルの貿易の推移
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n直近4年、輸出額は増加傾向にあるものの、輸⼊に⽐べて変動率が⾼い。この背景には、主要輸出
品⽬が鉱物資源であることによるエネルギー需要の変動が影響していると考えられる。

n貿易収⽀の観点からも安定した輸出品⽬の成⻑が不可⽋。さらに、脱炭素化の流れを踏まえ、⽯炭
依存からの脱却を可及的速やかに⾏なっていく必要あり。

出典︓JETRO「2021年12⽉モンゴル経済概況」



モンゴルの貿易の推移

33出典︓JETRO「2021年12⽉モンゴル経済概況」
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